加美町復興産業集積区域における固定資産税適用管理表
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	課税免除対象年度
	～
	取得期間
	～

	No
	課税客体
	土地
	所在地
	地目
	地積
	課税免除

対象地積
	取得年月日
	家屋の建設着手
（予定）年月日
	国税の特例
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等）の適否
	除却等

の有無
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	家屋番号
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	取得年月日
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	取得価額
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	適・否
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[記載要領]
（１）本管理表は、資産を取得した年（課税免除の対象年度）ごとに作成してください。
（２）本管理表は、課税免除の対象年度の期間中について、該当する年度分を毎年提出してください。

（３）「課税客体」の欄は、「土地」、「家屋」、「償却資産」のいずれかを記載してください。

　　　それ以外の欄については、「土地」、「家屋」、「償却資産」別に、定められた事項を記載してください。

（４）償却資産の名称は、固定資産税課税台帳（種類別明細書）に記載された名称で記載してください。

（５）「国税の特例（特別償却等）の適否」の欄で否と記載した資産については、別途「特別償却等不履行理由書」の添付が必要となります（土地は除く。）。
（６）「除却等の有無」の欄については、申告を行う年の１月１日現在の状況で記載してください。
　　　除却等された場合、当該事実が発生した年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度以降に係る課税免除の適用はありません。
